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マクロ環境の逆風、台頭するAI、業界に激震を 
走らせるステーブルコインの参入のはざまで、 
銀行は収益の維持に向けて大胆な選択を 
迫られる一年となるだろう。
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2026年のマクロ経済が、銀行・資本市場業界
の収益および収益性に及ぼす影響とは？

銀行や決済業界にとって、ステーブルコインの 
破壊的な参入が意味するものとは？

2026年、銀行が組織全体でAIを活用するため
にすべきこととは？

脆弱で分断されたデータ基盤が、AI活用への 
妨げになる？

巧妙さとスピードが増す金融犯罪に、銀行の 
対策は追いつけるのか？

はじめに

2026年、米国の銀行は真価が問
われる年になりそうだ。強固な
財務基盤の裏で、マクロ経済の
不確実性、そして止まらないイン
フレが、銀行の収益性を試してく
るだろう。銀行は利ざやを守り、

手数料収入を多様化し、ノンバンクからの競争
激化への備えも迫られるかもしれない。

決済業界も岐路に立っているように見える。新た
に「GENIUS法（Guiding and Establishing 
National Innovation for US Stablecoins 
Act）」により制度的な裏付けを得たステーブル
コインは、預金の流れに影響を与え、従来から
の決済システムの競合となるだろう。トークン化
預金とプログラマブルなマネーが顧客の期待を
再定義するため、銀行は「発行業務・カストディ
業務・送金決済業務・提携業務」のいずれのビ
ジネスモデルで関与するかを迅速に選択すべき
である。

一方、AIは転換点にある。多くの銀行はパイロッ
ト期間を経てスケールさせなければいけない段
階にあり、2026年は、全社レベルでの確固たる
戦略、ガバナンス、そして投資対効果（ROI）に
対する戦略的なアプローチが求められる。エー
ジェント型AIには画期的なポテンシャルがある
が、正確で、リアルタイムで、広範で、安全性の
高いAI-readyなデータを提供できる場合に限
られる。こうしたデータ基盤なしには、高度なAI
モデルの構築は立ち行かなくなるだろう。

また、AIによって助長される詐欺、対応コスト上
昇による金融犯罪のリスクが高まっており、全社
的に統合されたテクノロジー主導の防御が不可
欠である。

本レポートでは、これらの領域への対処策を提
示する。2026年、果断に行動するリーダーたち
が、銀行の未来を形づくることになるだろう。
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マクロ経済の変化は、2026年に 
米国の銀行にどのように、そして 
どの程度の影響を与えるだろうか

2026年の米国経済は、幅広いシ
ナリオが想定される。米国銀行
業界にとっても、再びサプライズ
の多い一年となる可能性がある。
関税の影響や労働市場の動向を
注意深く見守ることになるだろう。

現時点では、2026年の米国経済の展開として、
少なくとも3つのシナリオが考えられる。

下振れシナリオでは、時間の経過とともに関税
がインフレと経済成長に与える影響が明らかに
なり、さらなる物価上昇と人手不足の深刻化が
進む。GDP成長率は停滞するか四半期ベース
でわずかに減速し、米ドルも下落が続くと予想さ
れる。

一方、上振れシナリオでは、こうしたリスクは顕
在化せず、経済は大きな支障なく活況を維持す
る見込みだ。

最も蓋然性の高い第3のシナリオ、すなわちベー
スラインシナリオは中間的である。このシナリオ
では、経済は一時的につまずくがその後回復し、
2026年のGDP成長率は1.4%程度を維持する
ものの、2025年の1.8%からは減速すると見込
まれている1。

2026年を展望すると、消費が目に見えて抑制さ
れる可能性がある。2025年第2四半期時点の
家計債務は過去最高の18.4兆米ドルに達して
いる。消費者信頼感も最近低下しているが 2、心
理面での二極化が見られる。富裕層は余裕を
もって消費を続けている一方、中間層は「締め
付け感」を強めている3。低所得層の前年同期比
消費増加率は2025年8月時点で0.3%にとど
まったのに対し、高所得層は2.2%と対照的だ 4。
この格差は2026年も継続する見通しである。デ
ロイトの経済予測によれば、ベースラインシナリ
オにおける実質個人消費の伸びは2026年に
1.4%となる見込みである5。

企業支出の見通しにはばらつきがある。特に
データセンターなどのAI関連プロジェクトが企
業投資を押し上げる一方 6、関税をめぐる不確実
性が企業心理を抑制する可能性がある。デロイ
トは2026年の企業投資が3%程度成長すると
予測しているが、これは2025年の3.6%よりも
わずかに下回る格好である。

労働市場でも弱含みの動きが現れ始めており、
求人件数の減少と若年層の失業率の上昇が顕
著となっている7。2026年には賃金上昇率が鈍
化し、デロイトの経済予測によれば、失業率は
2025年の4.2%から4.5%へと悪化する可能性
がある8。

インフレの状況も引き続き不透明である。2025
年の緩やかな伸びを経て、2026年の消費者物
価指数は3.2%程度で推移する見通しだ。しか
し、労働市場の軟化を受け、連邦準備制度
（FRB）は2026年末までに政策金利を3.125%
へ引き下げる可能性がある9。

デロイトは金利差がさらに拡大されていくと予測
している。長期金利は物価上昇への警戒感、連
邦政府の財政赤字懸念、米ドルの強さから高止
まりする可能性がある一方 10、短期金利は低金
利環境により低下していくとみられる。

マクロ経済環境が銀行業界に 
与え得る影響

銀行は2025年第1～3四半期の堅調な業績を
背景に、比較的安定した態勢で2026年を迎える
とみられる。しかし、金利低下と景気減速を主因
に、純金利収入は逆風に直面する可能性がある。

純金利収入の成長率は2025年上半期に4%改
善し、2024年の落ち込みから回復した 11。2026
年は貸出金利の低下を要因に、純金利収入の成
長率は小幅にとどまる可能性が高い（図1）。そ
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純金利収入の成長率 非金利収入の成長率 総収益に占める非金利収入の割合

図 1

非金利収入の成長が収益の成長を支え続ける
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出典：S&Pマーケット・インテリジェンスのデータベースに基づくデロイト金融サービスセンターの分析。2025年以降の予測は
デロイトの分析に基づくものであり、2024年までの割合はS&Pマーケット・インテリジェンスのデータを使用して算出

のほか、預金コストは引き続き低下すると見られる。有利子預
金の平均コストはすでに2025年上半期で2.5%に低下してい
る状況 12。ただし、預金争奪競争が続く中、特に地方銀行にお
いては預金ベータが比較的低水準にとどまる可能性がある13。

一方で、貸出は金利低下に伴い増勢に転じると見られる。法人
の借り手は低金利の恩恵を受け、2025年上半期に5.6%減少
した商業・産業向け貸出残高の回復が期待される14。AIやデー
タセンターへの投資に関連して、潤沢なキャッシュを保有する
企業においても借り入れ需要は比較的高い水準を保つだろう。
ただし、特に中規模なノンバンクやプライベートクレジット事業
者間の競争は継続する見込みだ。

商業用不動産市場は好転の兆しを見せており、不動産売買の
動きは昨年からの回復基調が続いている15。商業用不動産ロー
ンも一定の安定化が見られるが、銀行は既存・新規の借り手
双方に対して選別的な姿勢を続ける可能性がある。

クレジットカードローンの成長率は、2025年上半期の2.8%
減に続き、2026年は安定化に向かう見込みである16。2025
年7月の銀行融資担当者調査（シニア・ローン・オフィサー・
オピニオン・サーベイ：SLOOS）によれば、クレジットカード
向け貸出需要は弱まり、銀行側も与信基準を厳格化している17。

信用損失は概ね管理可能な水準にとどまる見通しだ 18。失業
率の上昇が貸倒引当金をやや押し上げる可能性があるが、急
速な上昇は見込まれない。学生ローンの延滞率は上昇する可
能性がある19。それでも多くの銀行は、マクロ経済悪化に耐え
るだけの十分な引当金と適切な自己資本を保有しているとみ
られる。

安定的に多様化した非金利収入は、2026年においても銀行の
重要な収益ドライバーであり続け、手数料収入は増加が続く見
込みだ（図1）。投資銀行と資本市場では、M&A需要と資本コ
ストの低下によって株式・債券の発行増を背景に、成長軌道に
乗る公算が大きい。富裕層向けアドバイザリーサービスの提供
拡大により、資産運用の手数料も伸びが予測される20。他方で、
消費支出の鈍化により決済分野の成長への逆風が生じる可能
性がある。大手銀行は、ステーブルコイン、データ収益化サー
ビス、組込型金融といった新たな手数料収入源を獲得できるだ
ろう。

2026年は緩やかな収益成長が予測される中、銀行はコスト管
理に引き続き注力することになるだろう。人件費と高水準での
テクノロジー投資は、経費率（図2）に多少の影響を及ぼす可
能性がある。それでも、一部の銀行においては 21、AIによる生
産性向上効果が2026年も継続することが期待される。
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自己資本面では、米国銀行は引き続き十分な資本を確保してい
る。普通株式等Tier1（CET1）比率が過去5年にわたり14%
超の水準を維持している22。さらに、補完的レバレッジ比率
（eSLR）の規制改正案により、大手銀行の自己資本要件が現
行の5%～6%から3.5%～4.5%に引き下げられる見通しだ 23。

2025年上半期末時点で、米国上位20行には合計2,500億米
ドル超の余剰資本が存在する24。その結果、銀行は配当や自社
株買いによる株主還元を継続し、その一部を成長投資やAI戦
略の推進に充当すると見られる。

世界各国・地域の金利動向

多くの欧州銀行は力強い回復を示しており、世界的なマクロ経
済的緊張の中においても、グローバルの同業他社の多くを上回
るパフォーマンスを示している。2025年8月時点の年初来株価
リターンは45%上昇しており、顕著な成長が見られる25、26。今
後も金利低下に伴う貸出金増加と非金利収入の好調が続くこ
とで、欧州銀行の業績はさらなる改善が期待される。貿易関税
によるわずかな影響は生じ得るが、概ね制御可能な範囲に留
まるだろう。長年の停滞を経て、欧州銀行は有機的成長や業界
再編を通じ、今後数年間、経済成長の恩恵を享受できるかもし
れない27。

一方で、アジア太平洋地域の銀行は新興市場で堅調な成長を
示す見込みだが、特に米国の貿易関税の影響を受けている
国々では依然として課題が残る28。資本市場の動きは7月に低
迷し、同地域の銀行による資金調達額は66億米ドルで、過去
1年で最も低い水準の一つとなった 29。

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

予測

61.0%
57.5% 57.3% 57.1% 56.3% 56.9% 57.1%

図 2

米国銀行業界における2026年の経費率は、やや上昇する予測

出典：S&Pマーケット・インテリジェンスのデータベースに基づくデロイト金融サービスセンターの分析。2025年以降の予測は
デロイトの分析に基づくものであり、2024年までの割合はS&Pマーケット・インテリジェンスによる
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銀行はいかに預金流出リスクに 
備え、ステーブルコインの機会を 
評価すべきか

ス
テーブルコインは金融の新時
代を告げるものであり、銀行や
決済企業にとって課題と機会
の両方をもたらす。2026年は、
ステーブルコインに関連する戦
略の策定とリスクへの対処の

重要な転換点となり得る。銀行は、預金や決済
インフラの代替手段が台頭する中で、インフラや
技術を強化する必要があるだろう。

2025年7月に成立した「GENIUS法（Guiding 
and Establishing National Innovation for 
U.S. Stablecoins Act）」は、米国内の決済用
ステーブルコイン（Payment Stablecoins：
PSC）に対する立法上の枠組みを構築し、規制
の明確化をもたらすとともに、伝統的な銀行が
トークン化デジタル資産に関与する道を開いた。
この法案の成立は、米国を「暗号資産の世界的
中心地」とする一環をなしている30。GENIUS法
や他の関連法規制案は、企業や消費者によるデ
ジタル資産への関心に拍車をかけるはずだ 31。
機関投資家の需要はすでに明らかで、デロイト
の2025年第2四半期の北米CFOシグナル調
査によれば、調査対象の最高財務責任者のおよ
そ4人に1人が、今後2年以内に暗号資産を決
済手段または企業投資として活用することを期
待している32。

PSCはその特性から、金融サービスにおいて重
要な役割を担う可能性を秘めている。PSCは従
来の金融インフラよりも迅速かつ低コストの決
済・清算を提供できる。また、他のデジタル資産
とは異なり、PSCは米国債などの法定通貨資産
を裏付けとして保有し、1：1のペッグ（peg：
価値連動）比を維持している。

トークン化預金：PSCの代替手段か

一部の銀行がステーブルコインに関する選択肢
を検討する中で、トークン化預金という代替手段
も注目を集めている。PSCと同様に、同一銀行
の顧客に対するリアルタイム決済、低い取引コス
ト、プログラマビリティを提供する。独自の優位
性としては、ネイティブな現金決済機能と利払い
が可能になることに加え、他のデジタル資産の
決済手段やオンチェーン上の担保としての活用
も可能になる33。PSCと異なるのは、トークン化
預金が銀行の既存の規制枠組み内にとどまるこ
とである。すなわち、銀行の負債として分類され、
自己資本管理と規制監督の対象となる。

特筆すべきは、トークン化預金がPSCの預金調
達への影響を懸念する銀行にとって対抗策とな
り得ることだ。J.P.モルガンやシティバンクを含む
一部の銀行では、PSCへの取り組みと並行して、
すでにトークン化預金を顧客に提供している34。

PSCの成長ドライバーと預金・手数料
への脅威

ステーブルコインの主な訴求力は、これまでも主
に暗号資産取引における役割と結びついていた。
価格が安定した資産として、PSCはよりボラティ
リティの高い暗号資産トークン間で価値を移転す
るための優先手段となっており、効率的な決済、
裁定取引、担保のツールとして機能してきた。さ
らにはその流動性と予測可能な価値により、
PSCはオン／オフランプにおける事実上の標準
的な選択肢となり、伝統的金融と暗号資産経済
の橋渡し役としての役割を確立している35。
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現在のPSC市場は相対的に小規模だが、業界のさまざまな予
測によれば2030年までに2,500億ドルから強気の試算で3.7
兆米ドル規模、弱気の試算でも5,000億米ドル規模への成長
が示唆されている36。そしてPSCの成長によって、1兆米ドル以
上の銀行預金が流出リスクにさらされる恐れがある（図3）。

流出が想定されるのは、低利回りの取引口座に当座性預金に
滞留している企業の運転資本、24時間365日の個人間・商取
引決済向けのリテール取引残高、そして現在ノストロまたはボ
ストロネットワークに滞留しているクロスボーダー決済の浮動
資金の3つである。GENIUS法はステーブルコイン発行者によ
る利払いを禁じているが、非発行者は「リワード」を提供できる
こともあって、需要を後押しするかもしれない37。PSCが預金フ
ローに与え得る重大な影響を踏まえると、銀行は流動性の逼
迫と貸出能力の低下に直面する可能性がある。

（兆・米ドル）
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ステーブル
コイン市場
規模の範囲

図 3

ステーブルコインの成長は預金の代償となり得る

出典：預金とMMFデータは連邦準備制度の経済データ、ステーブルコイン供給データは米国財務省、M2の予測は
オックスフォード・エコノミクス、ステーブルコイン市場の推定範囲は各種業界予測とデロイト金融サービスセンターの分析
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銀行や決済企業が担う多様な役割

一部の銀行や決済企業はすでに、図4のような幅広い役割で
PSC市場への参入準備を進めている（他の役割も存在し得る）38。

連邦銀行規制当局は2026年7月を目途に、GENIUS法に基
づき必要な規則やガイダンスを整備する見通しだ。2027年1
月の施行までに銀行は自らの戦略を積極的に選択し、実行へ
移すことが求められる39。

新たな規制・リスク要件への対応

金融機関は、発行者が1：1のペッグ比を維持するよう設計され
た自己資本・流動性規則に対処する必要がある。また、米国の
PSC保有者からの流動性需要に対応するため、米国内の外国
法人が十分な米国資産の準備金を保有することも求められる。

市場参加者はさらに、税務上の取り扱い、会計基準、KYCおよ
びアンチ・マネー・ロンダリング対策（AML）の義務、その他
の市場機能に関連するルールの明確化も待つべきだ。これらの
規則は、PSCが金融システムにどのように統合されるかを左右
する重要な要因となる可能性が高い。規制当局はスケーラビリ
ティ、手数料、詐欺、取り消し不可性、検証者の身元に関連す
る課題についても見解を示すとみられる。PSCは、法的に通貨
や証券として分類されないまま、従来の通貨と同様な機能を果
たし得るため、こうした指針は監督や普及の在り方に影響を与
え、極めて重要なものとなり得る。

多くの企業が新たなシステムや業務を構築する一方で、PSCが
既存の手続きやプロセスをどう変化させるかも検証すべきである。
例えば、トークン化にKYCやAMLのコンプライアンス要件を組
み込むことで、禁止されている個人や団体への送金を凍結また
は遮断するといった対応が実現する。さらに、ソースコードが公
開される性質から、AMLの捜査官はステーブルコインの送金を
容易に追跡、特定、停止し、ウォレットの受領人情報を識別できる。
これは不正対策上の利点である一方、顧客のプライバシーリスク
にもなり得る。銀行にとっては、コンソーシアムへの参加がリソー
スの共有や規模の拡大に役立てることができる40。一部の地方銀
行や地域金融機関は、米Fiserv社が約3,000の取引金融機関
向けに米Circle社と共同で展開するFIUSDのような「PSC-as-
a-service」型ソリューションを活用することも考えられる41。

ステーブルコインの未来を受け入れる

規制されたPSC市場は暗号資産の普及を加速させ、暗号担保
ローンのようなイノベーションを促進する態勢が整いつつある42。
Circle、Ripple、Paxosなどの暗号資産企業はすでに米国で
の銀行免許取得を申請しており、伝統的な銀行業とデジタル資
産の世界が一層融合する方向性が示されている43。

今後、関連規制が最終化されるにつれ、ステーブルコインの継
続的な成長がプログラマブル決済、ニアリアルタイム取引、オン
チェーンの資金管理などのイノベーションを加速させることが
見込まれる44。ステーブルコインはトークン化経済への入口と
なる公算が高く、まだ着手していない銀行や決済企業は、パイ
ロットやアプリケーション開発を今すぐ計画しなければ多大な
る影響を被るリスクがあるだろう。

発行者 ステーブルコインの作成、配布、管理

カストディアン 顧客の暗号資産の秘密鍵を安全に保管

準備銀行 決済用ステーブルコインのための準備資産を保有・管理

決済処理業者 ステーブルコインと法定通貨の間のシームレスなコンバージョン
（オン／オフランプ）を促進

プラットフォーム構築者 決済用ステーブルコインを既存の金融システムに統合するための
プラットフォームを設計・開発・維持

付加価値サービス提供者 スマートコントラクトを活用し、複雑な取引を自動化する
「プログラマブルなマネー」などのサービスを提供

サードパーティのプラットフォームを窓口とする仲介者 コアシステムプロバイダー、フィンテック、決済ネットワークと提携し、
顧客にステーブルコイン・サービスを提供

役割 機能

図 4

決済用ステーブルコイン（PSC）バリューチェーンの役割（例）

出典：デロイトのBusiness & Entity Transformationプラクティスおよびデロイト金融サービスセンターの分析
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2026年は、銀行が完全なAI駆
動型の組織を目指す上で重要な
年になり得る。銀行におけるAI
の導入は、脆弱で断片化した
データ基盤、厳格化するコンプ
ライアンス要件、老朽化したレガ

シーシステム、そして変化に対する社内の抵抗に
より妨げられているのが実情である。AIがもたら
す利益の多くはガバナンスの脆弱さ、取り組みの
重複、効果の偏りといった課題に阻まれ、単発
の概念実証に留まっている。

多くの銀行幹部は非現実的な生産性向上への
期待に悩まされ、具体的な成果を挙げることを
迫られている。過去2年間でAI予算は大幅に拡
大しているにもかかわらず、多くの米国の銀行が
達成したのは部分的な戦術的成功にすぎず、真
の戦略的変革には至っていない45。デロイトが米
国のTop40の銀行を調査したところ、多くの取
り組みは「受動的」で、一貫性に欠ける分断化
された取り組みであった 46。

より明確で統一されたAIビジョンと 
戦略を再定義する

これまで多くの銀行は特に生成AIに対して、部
門ごとに分散した局所的な試行錯誤は重ねてい
るものの、包括的なビジョンを欠いた導入が多く
見られた。主な目的は、効率の向上なのか、イノ
ベーションの加速なのか、それともリスク管理と
レジリエンスの強化なのか？統一的なビジョンが
なければ、スケール可能なAIの機会を見極め、
重要な業績目標に対する進捗を測るうえで苦悩
することとなる。

現時点では、それぞれの要素が組み合わさり、
全社的に一貫性のあるAI戦略を明確に策定で
きている金融機関は、ごく少数にとどまっている。
成功のためには、明確なビジョンのもとで目指
す成果を具体化し、リスク、コスト、そして人へ
の影響を見極め、銀行の広範な使命と整合させ、
すべてのステークホルダーグループに継続的に

共有し、規律ある予算配分で支えることが重要
だ 47。適切に実施すれば、分断されたパイロット
の乱立を防ぎ、戦略的インパクトを持つ取組みに
リソースを集中させることができる。

AIの所有権とガバナンスを 
より明確にする

銀行は、AIライフサイクルを通して明確な所有
権を持つべきだが、実際には責任の所在が分散
していたり、そもそも不明確なケースが少なくな
い48。さらに、従業員のAIツールへのアクセスや
利用方法についても方針にばらつきがあるため、
中央組織の責任と事業部門の責任を明確に定
義することが重要である。

多くの銀行にとって有効な選択肢となり得るのが、
ハブ＆スポークモデルである。このモデルであれ
ば、AIのCoE（センター・オブ・エクセレンス）
のような中央組織を軸に、各事業ラインのニーズ
が適切に管理される。

中央組織は、全体の品質向上を支え、AIのガバ
ナンス基準を維持しつつ導入を統括するハブとし
て機能し、全社的なロードマップを管理する。AI
戦略の策定に加え、参照アーキテクチャや、基準、
共有資産、さらに相互運用性を確保するための
MLOpsやLLMOps49サービスにも責任を負う。
さらには、トレーニング、プレイブック、ナレッジ
共有に注力し、コアとなるAIプラットフォームを
運用することでデリバリーを支援する。

「自前構築か外部サービス利用か」を
再評価する

「自前構築か外部サービス利用か」の選択は繰
り返し現れるジレンマだが、AIにおいては別の
様相を呈する。多くの銀行は、機械学習などの
従来型AIにはハイブリッドモデルを採用し、差
別化しにくい領域はポイントソリューションやプ
ラットフォームを購入しながら、独自のモデルを
構築している50。生成AIに関しては、一部の銀

AIプロジェクトを前進させるための
5つのステップ
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行が「組み立て」型のアプローチへシフトしており、基盤モデル
のレイヤーは外部から調達する一方で、その周囲にデータコネ
クタ、ガードレール、サードパーティソリューションを組み合わ
せた独自のカスタムレイヤーを構築している。

このアプローチはサードパーティの専門性を活用できる上に、
市場投入までの時間やPoCなどのコストの削減にも寄与する。
「外部サービス利用」においては、将来的なコスト増加のリスク
をサードパーティに移転することもできる51。特に小規模な銀行
では、予算の制約や人材不足、リスク許容度の低さから、ハイ
ブリッドなアプローチを選ばざるを得ないケースが多い52。一
方で、組み立て型のアプローチには課題もある。例えば、独自
のレイヤーは基盤モデルと十分に統合されていなければならな
い。また、多くの銀行が同じまたは類似のAIモデルを採用して
いる状況では、唯一の差別化要因は、各行が独自に持つ銀行
固有のレイヤーに限定されてしまう。

銀行は生成AIで競争優位を築くために、独自に保有するデー
タを最大限に活用すべきだ。また、これらのモデルをどこで、ど
のように適用するかについても創意工夫が求められる。手広く
壮大に取り組むよりも、範囲を絞り効果の高いワークフローに
集中したほうが成果に結びつきやすい。プロンプトやRAG（検
索拡張生成）エンジニア、評価者、デザイナーなどの専門人材
に投資することで、AIモデルを堅牢なシステムへと仕上げられ

る。そこにこそ、真の差別化があるのかもしれない。

規律をもってROIを測定・追跡する

AIのスケールに伴いインパクトの計測は重要になるが、多くの
経営者は、時間短縮といった主観的な指標を超える価値の評
価に苦労している53。ソフトウェア開発者の生産性に関しては、
おそらくROI測定が最も進んでいる領域である54。

標準的なベースライン、または一貫性のあるKPIがなければ、
AI導入による効果は測定可能な金銭的成果ではなく、ユーザー
の主張に依存することになってしまう。これにより信頼性の
ギャップが生じ、非金銭的な効果と実態のあるコスト削減や収
益との関連を困難にする。その効果は二次的であることも多く、
例えば、カスタマーサービスの通話時間が短縮されることで顧
客満足度が向上し、クロスセルの促進につながる可能性がある
が、こうした効果の定量化が困難である。生成AIの場合も、生
産性向上が実際のコストに結びつかない場合、ROIの説明は
一段と難しくなる55。2025年にEvidentが分析した50行のう
ち、AI活用によるROIを実現したと報告したのはわずか4行に
とどまった 56。

図5は、銀行がROI測定で直面する課題と、それに対処するた
めのアクションを示している。

図 5

銀行が投資対効果を測定する際に直面しがちなハードル

出典：デロイト金融サービスセンターの分析

曖昧な効果の表現と、
主観的な評価

 

ベースラインや反事実が
ない

二重計上

「生産性」≠ 実現した
コスト削減

事業部門ごとに効果測定の
指標が異なる（例：削減できた
時間 vs 回避・防止できたケース数）

ベンダー比較

ハードル 具体例 対処方法

効果が定量化されず曖昧に記載されている（「AI
で従業員の業務スピードが上がる」など）；業務の
成果ではなくユーザーの印象に基づくことが多い

業務のKPIに結び付いた定量的な成果を求める
（例：時間短縮→処理件数→収益への影響）。
すべての主張を財務またはリスク指標に紐づける

前後比較や対象群の欠如；AIが効果を生んだ
のかの証明が難しい

可能な限りベースラインを設定、または代替指標
を使用する。対照試験や合成データ、過去の
ベンチマークを用いて反事実を作成する

複数のチーム（顧客体験とオペレーションなど）
が同じ削減効果を主張し、全体のインパクトが
過大計上される

ROI検証を組織横断で行う。帰属ルール（誰が
何を主張できるか）を定め、中央で結果を統合
して過大計上を防ぐ

チームが時間の短縮を報告しても、コストは
変わらない

生産能力の再配置を追跡する。生産性を具体的
なアウトプットに紐づけ（例：処理したローン件数
が増加、解決した案件数が増加）。「効率」と「財務
的な節約」を区別

全社での一貫性が乏しい 全社共通のROIカテゴリ（コスト・収益・リスク・
顧客体験）を定義する。記録テンプレートや
ダッシュボードを標準化する

サードパーティのAI・生成AIプラットフォームは
コスト、精度、速度が異なり、統一のベンチマーク
がなく比較が難しい

ベンダー評価スコアカード（コスト、精度、説明
可能性、リスク）を作成。ベンダー間でパイロット
を実施し、トレードオフを文書化する
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業界特化モデルとエージェント型AI 
への準備

一般的な大規模言語モデル（LLM）は強力だが、
銀行業務の複雑性に対応する上では限界があ
ることが多い。真の変革は、銀行固有のデータ
とワークフローで訓練されたモデルから生まれ
る。例えば、金融サービス向けの「Claude for 
Financial Services」は、検証可能なデータを
利用した適切なリサーチ、モデリング、コンプラ
イアンスのワークフローを重視している57。オー
プンソースモデルであるFinLlama Instructは、
アルゴリズム取引で特定のLLMを上回ることが
示されている58。一方で小規模言語モデルはより
安価・高速で、社内システムへの展開が容易な
ことから支持を集めている。業界のデータに特化
して調整されたこれらのモデルは、無駄な支出
を抑えつつ、より焦点を絞った信頼性の高いAI
導入することで、実践的なROIが期待できる59。

今日で最も重要な先端領域は、自律的に行動
を起こし、実行できるエージェント型AIである60。
銀行は権限設定、可監査性、人間によるチェッ
クポイントといったコンプライアンス要件をエー
ジェントに組み込み始めるべきだ。また、規模
の拡大に向けた基盤：クラウドベースのインフラ、
マルチエージェントシステムのオーケストレー
ション、データ品質・体系・アクセス性のプロト
コルを備えた強力なデータガバナンスを準備す
べきである。さらに銀行は目的を持った変革マ

ネジメントと、必要に応じて組織再編を行いな
がら、銀行は、従来の「人間中心」モデルから「AI
エージェント中心」モデルへの移行を進め、重
要な意思決定や監督に人間が関与する体制、目
的志向のチェンジマネジメントや必要に応じた
組織再設計を敷くことが重要である61。

導入が進むに伴い、一部の銀行はインフラを再
考している。スピードを重視しサードパーティに
頼る銀行も多いが、持続不可能なコンピューティ
ングコストを背景に、オンプレミスのシステムと、
パブリック、プライベート、特化型のクラウドを
組み合わせたハイブリッドなAIインフラの導入
が求められている。これにより柔軟な拡張性、
機密データの保護、規制要件への対応が可能に
なる。

適切な基盤なしにAIは成果を出さない

コアインフラの近代化、クラウドへの移行、デー
タアーキテクチャとガバナンスの強化を含む課
題に対処しない限り、AI導入の成功は限定的な
ものにとどまるだろう。銀行は、人間とAIのシー
ムレスな協働への転換を躊躇せず、組織全体で
説明責任、信頼、コンプライアンスを維持しなが
ら生産性を高めていくべきだ。しかし重要なの
は経営トップがビジョンを掲げ、投資し、全社的
な方向性を一致させることだ。どんなに小さな
AIの取り組みであっても、より大きな戦略的ス
トーリーへとつなげることが可能になる。

多
くの銀行が、データインフラ
の近代化により大きな進歩
を遂げている。特にコアデー
タのクラウド移行が 62デー
タ管理の実務を強化した。
しかし、AIで利用する水準

のデータインフラなしには、モデルはパフォーマ
ンスを発揮できず、生成AIのパイロットが頓挫し

たり63、規制基準や顧客の期待を満たせなかっ
たり、エージェント型AIへの取り組みを立ち上
げることもできない可能性がある。AIが実証実
験の段階から組織全体での活用へと移行するに
つれ、よりレジリエントで、将来の変化にも適応
できるデータアーキテクチャの構築が、極めて喫
緊の課題となる。

近代的なAI-readyインフラへの 
コミットメントを加速させる
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AI-readyになるため、銀行は何をしてきたか？

我々の分析では、米国の銀行におけるAIのためのデータ準備
状況は、銀行間でも、同じ行内であっても大きな偏りがある64。
クラウド移行はデータの整理・体系化を促進するはずだが 65、
「悪い」データが移行されていたり、クラウド内でも依然サイロ
化されたデータが存在していたりする。

なお、規制遵守のためデータを準備した米国の銀行は、結果的
によりクリーンになり、トレーサビリティ・ガバナンスが向上し、
AI対応の準備に役立った 66。例えば、資本や流動性に関する規
制によって、一部の銀行はリスクデータを一元化し、データの来
歴を明確にすることを求められ、さらに、CCARやドッド＝フラ
ンク法のストレステスト（DFAST）の実施により、よりタイムリー
で監査に耐え得るデータセットの整備が進んだ。加えて、マネー
ロンダリング対策（AML）や制裁報告に対応するため、顧客デー
タと取引データの標準化が進められた 67。しかし、これらの投
資は往々にしてサイロ化されたままで、元々のコンプライアンス
目的にしか使われておらず、組織全体でAIを駆動できる基盤に
はスケールされていない。

RPAやAIの経験を持つ米国の銀行は、データカタログ、明確
なデータ系統、品質のメタデータ、新たなコントロール、継続

的な品質モニタリングを確立したことで、AIモデルの正確性、
キャリブレーション、安定性を改善していると考えられる。例と
して、BNYは国立標準技術研究所（NIST）のAIリスク管理フ
レームワークのような外部ソースを使用し、AIライフサイクル全
体でデータの利用を整合させている68。

データを製品として扱っている銀行もある。例えば J.P.モルガン
のFusionは、機関投資家向けに標準化・集約されたプライ
ベートマーケットのデータセットを提供している69。このData-
as-a-productアプローチは、内部・外部環境におけるデータ
の一貫性、発見可能性、所有権、再利用性を向上させるのに役
立つ。また、ライセンス可能な高品質なトレーニングデータセッ
トやRAG-readyのデータ検索セットも作成できる。

AI-readyのデータとは何を意味するか

AIは銀行における「良いデータ」の意味を再定義している。図6
は、AI-readyなデータアーキテクチャのカギとなる柱をまとめ
たものである。

銀行のAI対応準備状況は、モデルが依存するデータ基盤次第
でよく遅れることがある。貧弱なインフラは、データの分散、脆
弱性、データ主導イノベーションの制約につながり、モデルの有

図 6

銀行がAI-readyのデータアーキテクチャで注力すべき4つの柱

出典：デロイト金融サービスセンターの分析

完全性と信頼

スピードとアクセス

広範性とセマンティクス

所有権とセキュリティ

柱 説明 AIにとって重要な理由

正確、完全、一貫性があり信頼できるデータ；
継続的にチェックされ自動で修復される；エンド
ツーエンドのデータ系統、トレーサビリティ、再現
性を備える；安定性、公平性を監視して長期で
パフォーマンスを維持

モデルの誤差とバイアスを低減し、再現可能な
結果を実現し、意思決定を監査対応にする—規制
審査に不可欠で、条件が変化してもモデル性能を
持続できる

適時に届き使いやすいデータ：最適なレイテンシ
（必要な箇所はリアルタイム、問題ない箇所は
バッチ）；サイロを超えて定義された統合的な
アクセス；人間と機械エージェントに対する役割
ベース・ポリシー準拠の利用者が自分で申請して
その場で使い始められる仕組み

タイムリーな意思決定（例：詐欺、サービシング、
価格設定）を支え、実験と導入を加速し、データ
からモデル、事業アクションまでのサイクルタイム
を短縮

包括的で説明が行き届いたデータ：構造化デー
タ、テキスト、音声、画像にまたがる範囲と深さ；明
確なセマンティクス、ラベリング、メタデータ；プ
ラットフォームや機能間での相互運用性

大規模言語モデル（LLM）／RAGの検索と根拠
付けを改善し、特徴量の再利用を促進し、狭い
断片ではなく、十分にラベル付けされた信号を
モデルに与えることで精度を高める

設計段階からコンプライアンスを組み込んだ
データ：定義された所有権とガバナンス；強固な
セキュリティとプライバシー；国内外の規制遵守；
運用時と本番移行時のPolicy-as-codeのゲート
設置

顧客の信頼と法的な確実性を維持し、法域を
またいだ安全なスケーリングを可能にし、事後
対応ではなく自動でルールを適用することで
高コストのインシデントを防ぐ
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効性を低下させる。加えて、データサイロはトレーニングデータ
セットを不完全でバイアスのかかったものにする傾向がある。そ
の影響は明らかであり、デロイトの2024年銀行・資本市場デー
タ＆アナリティクス市場調査 70では、銀行のデータユーザーの
90%以上が、必要なデータが利用不可であるか、取得に時間
がかかりすぎると回答した。データ品質も課題として上位に挙
げられ、81%の回答者がこれをトップの課題であると答えた 71。

AI-readyなデータは、エラーやドリフトがモデル性能を損なわ
ないほど信頼性が高く、意思決定のペースに合致するほど適時
性があり、異なるフォーマットにわたるシグナルを捉えられるほ
ど広範で、コンプライアンスとセキュリティの要求を満たすほど
厳格に統治されているべきである。

これらのデータ属性は相互補完的であるといえる。例えば、信
頼のないレイテンシは誤ったデータを速く届けるだけであり、文
脈のない広範性はインサイトよりもノイズを増やし、ユーザビリ
ティのないガバナンスはイノベーションを阻害する。いずれかの
側面を強化すると、他の側面の弱点が露呈することが多い。銀
行の課題は、どの側面を最適化するかではなく、4つの柱すべ

てを前進させることで、データ基盤を現代的なAIの規模、ス
ピード、高度化と協調させることができる。我々の分析では、トッ
プ銀行40行のうち、約3分の2がこのようなプログラムを公表
している72。

AI時代に成功するための、2026年のデータ戦略
の優先事項

データ準備は数年単位の対応となることが多い。経営層による
関与、予算、そして現実的なタイムラインを調整し、AIに対応し
たデータ準備ができる銀行は、その潜在能力を最大限に引き出
せるはずだ。

4つの柱に対するデータ準備状況を評価する

銀行はAIの価値を引き出すために必要となる具体的な修正点
を、事業領域やユースケースにわたってピンポイントで特定する
ため、全社規模でデータの準備状況のレビューを実施すべきで
ある（図7）。

完全性と信頼

図 7

AIのデータ準備状況を評価するために、銀行が自問すべき問い

出典：デロイト金融サービスセンターの分析

「データセットは正確か」を検討する以上に、リーダーは
次のような点を検討すべき：
• データにどのような盲点が存在し得るか、それがAIモデル
を損なう前にどう特定するか？

• 競争力維持のために、外部データセット、オルタナティブ
データ、合成データなどのデータエンリッチメントに十分
投資しているか？

• 最重要データが規制当局の精査や外部監査に耐え得る
と、どの程度確信しているか？

• 時間の経過とともに結果の公平性、安定性、一貫性を確保
するため、どのようなセーフガードを備えているか？

• 自社ビジネスに関連する構造化データ、テキスト、音声、画像の
全体を捉えられているか？

• 主要なデータについて全社的な共通理解があるか、いまだに
矛盾する定義の調整に取り組んでいないか？

• 特徴量やデータセットはチーム横断でどの程度発見しやすく
再利用しやすいか？

• 将来のAI利用に向けてどの程度、データのラベリング、
エンリッチメント、文書化を行えているか？

•  リアルタイムデータがビジネス価値をもたらす領域と、
適時で十分な領域を正しく理解しているか？

• レイテンシ、サイロ化されたアクセス、意思決定の遅れに
より、現在どれだけのビジネス価値を失っているか？

• AIと分析チームは摩擦なく、必要なデータをどの程度
容易に発見・アクセスできるか？

• 自社のデータアーキテクチャは、数ヶ月間の再設計
なしに、新たな予期せぬユースケースに対応できるほど
アジャイルか？

•  ビジネスリーダーは自組織ドメインのデータに対して責任を
持てているか、それともいまだに「ITの問題」と見なしているか？

• 行き詰まりや過剰な統制に陥ることなく、スピード、イノベーション、
ガバナンスのバランスをどのように取るか？

•  プライバシー、同意、データレジデンシーは、後付けではなく
実行時に自動で適用されているか？

•  意図的なリスク（データポイズニング、プロンプトインジェクション）
や意図せぬ誤用に対して、どの程度レジリエントか？

データ系統や用語集から、さらに踏み込む： 

レイテンシ指標に加えて、次のような点を検討すべき： 「誰が何を所有しているか」を超えて整理する：

スピードとアクセス 所有権とセキュリティ

広範性とセマンティクス
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また、AIユースケースを評価するため、最低基準値を設定した
スコアカードを開発するのも有効と考えられる。例えば、関連
するデータセットと特徴量を特定し、現在のスコアを証明し、基
準値を下回るデータの改善にコミットしない限り、いかなるAI
プロジェクトも先に進めることはできないといったルールだ。こ
れによってモデルの性能と安定性の向上、迅速な導入、監査の
効率化、チーム間での再現性がもたらされると考えられる。

所有権に関する根深い課題を解決する

一部の銀行にとって最大のハードルは、重要なデータに対して
単一の責任を持つ所有者が不在であること、そしてエラー発生
時の明確な責任の所在が不明確であることだ 73。最高情報責
任者（CIO）、最高データ責任者（CDO）、AIセンター・オブ・
エクセレンスの役割と責任の重複も、ガバナンスを複雑にして
いる。最適なアプローチは存在しないが、多くの場合、ハイブリッ
ドな所有権モデルが機能し得る。中央集権的な部門がCDOの
リーダーシップの下、データとプラットフォームの基準を監督し、
コンプライアンスを管理する管理モデルである。一例として、
HSBCのデータとAIの倫理的利用に関する原則では、説明責
任、アクセス、責任ある利用について、銀行レベルのポリシー
の拠り所（アンカー）を提供している74。同時に、各事業ライン
はデータを製品として扱い、その品質を維持することによって
データに対する説明責任を負う。

AIを用いてデータをより良くする

今日のAIには、大規模なデータの監視、修復、拡充を大きく支
援できる能力がある。例えば、銀行は過去のエラーパターンで
学習させた教師ありの異常検知モデルを採用し、データイン
ジェスチョンのポイントに配置することで、データ異常を数秒以
内に検知できる。ステート・ストリートではAIを用いてデータ
品質を高めている75。データオーナーはデータ系統や文書化に
もAIモデルを活用できる。LLMはSQLなどのツールを解析し、
データ系統グラフやデータ辞書を自動生成することもできる。こ
れは、コードが進化してもメタデータを最新に保つのに役立つ。

その結果、AIがAIのためにデータを適合させるというフィード
バックループが形成され、品質が向上し、データ系統が最新に
保たれ、プライバシーが徹底され、新たな学習素材がオンデマ
ンドで安全に利用可能になる。このような「データのためのAI」
エージェントを導入する銀行は、モデルサイクルの高速化、運
用コストの削減、そして規制当局との円滑なやり取りを報告で
き、AIに対応する準備が整った（AI-readyな）状態に近づくこ
とができる。

その他の考慮事項

上記の優先事項に加え、以下のいくつかの考慮事項がある。

 内部コンプライアンス要件を満たす。銀行は個々の学習デー
タについて、その出所、処理方法、機密属性の有無、モデル
行動への影響などを文書化するよう求められる可能性があ
る76。

 CDOと最高リスク責任者（CRO）を共同データ・スチュワー
ドとして任命する。CDOはデータ系統、メタデータ、ルール
の運用を実務に落とし込む一方、CROは閾値をリスク許容
度や規制当局の期待水準に整合させ、違反発生時には資
金手当てされた是正措置とともにエスカレーションを行う。

 エージェント型AIは整理されたデータを要求する。自律型
エージェントは、サイロ化された、あるいは無秩序なデータ
では能力を発揮できない。このようなデータでは、AIエー
ジェントは信頼を失い、AIエージェントは誤った、あるいは
コンプライアンスに反したリスクを負うことになる。

 データメッシュやデータファブリックの概念を取り入れ、
データアーキテクチャを近代化する。目指すべきは、これら
のアプローチがもたらす利点を認識し、AI-readyな銀行の
基盤、すなわちスケーラブルで、柔軟性があり、迅速に適応
できる基盤を再構築することにある。

AIの真の力を解き放つ

一部の銀行は、データプラクティスへの戦略的投資、移行、近
代化が可能であることをすでに示している。次のステップはこれ
らの投資を、本レポートで強調されている複数の側面で、着実
に改善していくことである。自行の文化的ニーズを受け入れ、よ
り近代的でAI-readyなデータインフラへのコミットメントを倍
増させることが、AI駆動の銀行の実現につながる。
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金
融犯罪は、規模、スピード、
そして巧妙さの面で深刻化
しており、銀行のコンプライ
アンス対策に関するコスト
と業務上負担を増大させて
いる。2024年度に米国の

金融規制当局が発動した、銀行秘密法（BSA）
およびAML違反に対する執行措置件数は前年
度を上回った 77。銀行もまた、疑わしい活動報告
（SAR）を、過去最高となる260万件（1日平均
7,100件）提出した 78。

今後も銀行は、新たなリスクの源から生じる複
雑な課題に直面すると予想される。金融機関は
BSAの法定要件を遵守しなければならない一
方、米国財務省の金融犯罪取締ネットワーク
（FinCEN）は、いくつもの法執行機関と連携し
ながら、貿易が絡むマネーロンダリングや、規制
物質の密売、カルテル関連の取引活動といった、
政府の新たな優先事項に対する監督に注力して
いる79。こうした規制の期待値が高まることで、
銀行はオピオイド関連の資金調達や、国際犯罪
組織による他の不正な活動を示す「レッドフラッ
グ（危険信号）」の兆候がないか、取引フローを
監視するよう圧力を受けることになるだろう80。

その上、最近発令された大統領令に則り、BSA
およびAMLの監督検査に「デバンキング」の目
的で行われる銀行の方針や手続きに関するレ
ビューが組み込まれる可能性があり、これは銀
行サービスへの広範なアクセスを推進する政府
の方向性を反映したものと言える81。銀行規制
当局は、地政学や通商の緊張が、主要な敵対国
に対する追加の制裁指定につながる場合、制裁
違反への取り締まりをより強めるかもしれない。

最近の暗号資産をめぐる動向は、現在の規制見
通しにさらなる複雑性をもたらす可能性がある。
政策立案者たちは、ブロックチェーンネットワー

銀行は、金融犯罪対策において 
よりダイナミックでテクノロジーを
活用したアプローチを採用すべき

銀行は、新サービスの提供や、デジタル・イノベー
ションの追求によって生じる可能性のあるリスク
を予測すべきだろう。ステーブルコインに関しても、
ブロックチェーンベースの取引において特有の
AMLとKYCのリスクを把握すべきである。ステー
ブルコインは個人情報と紐づけられていないデジ
タルウォレットに送金される可能性があるため、
銀行は資金源の検証や、ウォレット所有者の確認、
送金者と受取人の事前承認、ブロックチェーン
ネットワークを通じた送金の追跡など、新たな手
続きを開発する必要があるかもしれない。

資産のトークン化については、オンチェーンとオ
フチェーンの活動を橋渡しするモニタリングシス
テムの構築、トークン発行やスマートコントラクト
のルールを規定するメタデータを取り込めるプ
ラットフォームの開発、そして不正なミンティング
や所有権の急速な移転といったリスクを検知する
ためのAIモデルをトレーニングする必要がある。

デジタル資産と金融イノベーションに絡む
未知のリスク管理

ク上の不正行為への対応として、効果的なAML、
テロ資金供与対策（CFT）、制裁プログラムの重
要性を再認識しており82、ステーブルコインの発
行者は本人確認、SARの提出、資産凍結の各プ
ロセスに対する調査の対応が求められている
（「デジタル資産と金融イノベーションにおける新
たなリスクの管理」を参照）83。

銀行はまた、特に生成AIを悪用した不正利用の
急増に直面する可能性が高い。悪意のあるAI
エージェントは、人間が実行しているかのような
詐欺行為を行ったり、検知を回避したり、ユー
ザーの身分を匿名化したりする目的で使用され
かねない84。
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金融犯罪の脅威レベルの深刻化は、銀行が関連リスクを管理
するためによりダイナミックでインテリジェンス主導型のモデル
への転換を促す重要な警鐘となっている。金融業界は、サイロ
化されたデータやレガシーシステムに依存していては、外部か
らの攻撃や地政学イベント、規制当局の監視に対して効果的な
結果を出すことはできない。結果として、テクノロジー主導の金
融犯罪対策の枠組みを構築できない銀行は、経済的損失や犯
罪攻撃に対してますます脆弱になってしまうだろう。

リスク緩和のためのAIとテクノロジー・ 
イノベーションの戦略的重要性

リスク緩和に向けてAIとテクノロジー・イノベーションを
組み込むことの重要性

多くの銀行では、すでに金融犯罪に関するコンプライアンス対
応において、RPAや基本的な機械学習を使用しているが、より
高度な分析やパターン検出のための先進的なAIは導入されて
いない。

銀行はAIのパイロットを、顧客リスクの要約、アラートのスコア
リング、ケースサマリーのドラフト化といった、実用的な成果が
得られる分野に集中させるべきである。これにより、単純なケー
スに対してはワンクリックで意思決定できるようになり、AIを
使って低リスクのアラートは自動で対処しながらも、複雑なも
のはレビューしやすい要約を添えてコンプライアンス部門の担
当者に送る、という運用が徐々に可能となる。

金融犯罪に対応する部署は、長期的な視点から、金融犯罪に
関するコンプライアンス対応のライフサイクルの各段階にAIを
導入することを検討すべきである（図8）。これらの各ライフサイ
クルの統合は、新規取引開始時の顧客のデューディリジェンス
の精度を高め、継続的なKYCプロセスを強化し、顧客とその関
係者の行動モニタリングの精度を向上し、低品質のアラートの
量を削減することに役立つと考えられる85。

従来型および最新のAIは金融犯罪対策に役立つ可能性がある
が、銀行は、曖昧なシナリオや、高リスクなシナリオについては
人間の専門家が対応し、AI主導の意思決定に説明可能性を組
み込むことで、モデル推論の透明性を高め、規制当局の信頼を
維持すべきである。

フロントエンドの
コントロール

主要機能 • 顧客リスクプロファイ
リング

• デューディリジェンス
• 顧客オンボーディング

• 取引スクリーニング
• KYCプロファイルの監視
• 継続的デュー
ディリジェンス

• ケースのルーティング
• 調査と意思決定
• 当局への報告

• 事後インシデントレビュー
• モデルの改良
• ワークフローの調整

• 異なる言語のメディアを
分析し、ネガティブ
ニュースを特定

• 優先度の高いリスクに
基づき動的セグメン
テーションを実行する

• 顧客識別にデバイスや
行動インテリジェンスを
組み込む

• リスクスコアを継続的に
再計算し、継続的に追跡
する

• 更新されたKYCデータを
用いた定期的な顧客評価

• イベントドリブンでの
再審査を自動開始

• 犯罪ネットワークを明らか
にする関係性マッピング

• 緊急度とリスクレベルに
基づきケースをトリアージ

• 過去の成果に基づく
ネクストアクション提案

• 顧客解約とコンプライ
アンス報告の合理化

• 関連口座を特定するため
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示すパターンをフラグ付け

• アラート、ケース、報告
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根本原因を特定
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• 不正な口座開設の阻止
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起因するコンプライアンス
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• アラート件数の削減
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• ケース解決までの時間
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図 8

金融犯罪に関するコンプライアンスのライフサイクル全体で、AIが成果を上げられる機会

出典：デロイトAGおよびデロイト金融サービスセンターの分析
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AMLエンジンの信頼性を高めるため、データプラット
フォームを強化する

AI由来のインテリジェンス（価値ある情報）に必要な大量のデー
タを管理するには、リスク指標や調査の一連の流れで信頼でき
る唯一の情報源（シングルソース・オブ・トゥルース）として機
能する、統合されたデータパイプラインが必要になる（図9）。
このようなデータ基盤は、顧客に関するより広い視野での情報
を提供するだけでなく、顧客の企業構造や取引相手、変化する
リスクプロファイルに光を当てることもできる。加えて、制裁対
象者のリスト、通商・税関データ画面、検索エンジン・インター
フェースといった外部情報を補完することで、銀行は時間の経
過に伴い変化するリスクスコアをより効果的に追跡できる86。

最近の執行措置では、タイムリーで正確、かつ完全なデータと
金融犯罪に対処するプログラムを支えることができる、より堅
牢なシステムの必要性が強まっている。米国の規制当局は、銀
行のデータとシステムがバックオフィス機能としてではなく、
AMLプログラムの中心にあることを期待している。また、デー
タの不備を追跡して是正するため、取締役会レベルの委員会設

置など、より厳格な監督を求めている87。今後、銀行には金融
犯罪コンプライアンスシステムの最新のインベントリの維持や、
重要なデータ項目の定義、データ系統の文書化、またリスクが
どのように分類・管理されているかを説明する中央ライブラリ
の整備が期待されるかもしれない。

規制当局は、金融犯罪に対抗する新たな 
アプローチを提唱

米国では、連邦規制当局が、コンプライアンスと戦略的な取組
みのバランスを取る難しさを認識しており、より素早いリスク管
理のアプローチを促進するために監督上の負担を一部緩和す
る可能性がある。例えば、米国財務省は金融機関の報告要件
の削減を目指し、銀行がより高リスクの活動に集中できるよう
促している88。直近、同省は他の4つの規制機関と共に、ひと
つの取引または一連の取引が1万ドルを超える場合でも、顧客
が報告要件の回避を試みていることを銀行が認識している、疑
いがある、または疑うべき合理的な理由がある場合を除き、
SARを提出する必要はないと明確化した 89。

第1線と外部データを
統合：
APIとマイクロサービス
を用いて、業務および
取引データを取り込む

2
データを管理：
データレイクで多面的
に切り分けて分析
できるよう、論理的な
タクソノミーを適用

4
分析・レポーティング
用のデータ製品を活用：
監視ワークフローに
プロセスとツールを
組み込む

6

データインサイトの
創出：
AI、機械学習、予測
分析を用いて隠れた
パターンを抽出

5
データを処理：
データの完全性と
正確性に関する品質
チェックを実施

3
第2線のデータを収集：
リスクとコンプライアンス
データを共有パイプライン
に流し込み、リスクの類型
と監視の優先順位を設定

1

図 9

金融犯罪リスクを管理するための、網羅的なデータアーキテクチャの構築

注：API＝アプリケーション・プログラミング・インターフェース
出典：デロイトAGおよびデロイト金融サービスセンターの分析
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銀行監督において、最も深刻な脅威への注目が高まる兆候が
既に現れ始めている可能性があり、一部の検査官は、レピュ
テーションリスク、サステナビリティリスク、インクルージョンと
いった領域での調査を縮小し始めているとの報道もある90。
2020年のAML法のもとで策定が進む、新たな規則やガイダ
ンス91によって、銀行は影響度の低い管理からリソースを振り
向け、より厳格なルールベースのシステムをモデルガバナンス
とデータ連携に裏付けられたAIと高度な分析へと置き換える、
といった柔軟な対応が可能になるかもしれない。

これらの改革は、銀行が将来の課題により効果的に対処するた
めに金融犯罪プログラムをより戦略的に設計することを推進す
るだろう。例えば、サイバーセキュリティ、AML、不正対策のア
ナリストが広範なリスク指標を監視し、優先度の高いアラート
に集中的に取り組むことで、調査を迅速に連携できる統合リス
クモデルを導入できる（図10）92。このフレームワークは、さま
ざまな手口で統制を潜り抜けようとする、悪意ある当事者の特

定をサポートする。さらに、成功事例から得た示唆を初期のリ
スク評価や第一線の管理策に還元させることで、金融犯罪に関
するコンプライアンス部門は、そのリソースを最も緊急性の高い
脅威に配分することができると考えられる。

規制改革とテクノロジーを、金融犯罪に対する 
戦略的優位性へ転換する

これらの変化は、金融インテリジェンスの新時代の到来を示唆
している。規制当局による後押しと、進化し続けるテクノロジー
により、銀行は金融犯罪対策能力を強化する好機を得られる可
能性がある。高度な分析とAIを組織に組み込み、データインフ
ラの安全性を確保するリーダーは、今後さらに悪質化する可能
性のある犯罪の脅威を予見し対抗する上で、より有利な立場に
立つことができるだろう。ただし、この対応は早急に実施すべき
で、迅速な対応こそが、これからのレジリエンスと信頼の基準
を打ち立てることになる。

顧客デューディリジェンス
のリスク

取引モニタリング
サイバーリスク
外部リスク
スクリーニング
詐欺リスク

期待される行動
オンボーディング、
顧客活動、
プロダクト利用

実際の行動
金融インテリジェンス、
検知

フィードバックループ

図 10

統合型金融犯罪リスクモデル

出典：デロイト マルタ、デロイト UK、およびデロイト金融サービスセンターの分析
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